
　

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連 結 注 記 表

個 別 注 記 表

（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

戸田建設株式会社

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款第15条
の規定に基づき、当社ウェブサイト（https://www.toda.co.jp/ir/）に掲
載することにより株主の皆様に提供しております。
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【連結注記表】

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 21社

連結子会社の名称

株式会社アペックエンジニアリング

千代田建工株式会社

戸田道路株式会社

戸田ビルパートナーズ株式会社

戸田ファイナンス株式会社

東和観光開発株式会社

戸田スタッフサービス株式会社

五島フローティングウィンドパワー合同会社

オフショアウィンドファームコンストラクション株式会社

株式会社日新ライフ

佐藤工業株式会社

アメリカ戸田建設株式会社

ブラジル戸田建設株式会社

タイ戸田建設株式会社

ベトナム戸田建設有限会社

他６社

　なお、佐藤工業株式会社については、2018年12月14日及び2019年１月25日付で新たに株式を

取得したため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。

　また、前連結会計年度まで連結子会社であった戸田建設工程（上海）有限公司は、清算結了

したことにより連結の範囲から除外しております。当連結会計年度においては、清算結了時ま

での損益計算書のみ連結しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称

　株式会社千葉フィールズパートナーズ等

　非連結子会社はいずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして

いないため、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

持分法非適用の主要な非連結子会社名

株式会社千葉フィールズパートナーズ等

持分法非適用の主要な関連会社名

株式会社駒込ＳＰＣ等

　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、いずれも当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等が連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

その他有価証券

時価のあるもの 連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ 時価法

③ たな卸資産

販売用不動産 個別法による原価法

(連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定しております。)

未成工事支出金 個別法による原価法

その他のたな卸資産

不動産事業支出金 個別法による原価法

(連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定しております。)

材料貯蔵品 総平均法による原価法

(連結貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定しております。)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く。）

　主として定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。

　なお、主として国内会社は、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

② 無形固定資産（リース資産を除く。）

　定額法を採用しております。

　なお、主として国内会社は、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（原則として

５年）に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③ 完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の一定期間における実績率に基づく将

来の見積補償額及び特定物件における将来の見積補償額を計上しております。
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④ 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、未引渡工事のうち当連結会計年度末において損失

の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額

を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金

　当社の執行役員及び連結子会社の役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。

⑥ 関係会社整理損失引当金

　関係会社の整理に伴い、将来発生すると見込まれる損失に備えるため、当該損失見込額を計

上しております。

⑦ 役員株式給付引当金

　株式付与規程に基づく当社取締役及び執行役員への当社株式の給付に備えるため、連結会計

年度末における株式給付債務見込額を計上しております。

(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 重要な外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産、負債は在外子会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、収益及び費用については期中平均相場により円貨換算しております。ま

た、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上してお

ります。

② 重要なヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

③ 退職給付に係る会計処理の方法

　当社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。また、連結子会社

については、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法

を採用しております。

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

(ロ)数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、５年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理しております。

④ 完成工事高の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる

工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。

⑤ 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当連結

会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債

は固定負債の区分に表示しております。

追加情報

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

1. 取引の概要

　当社は、2016年８月９日開催の取締役会において、当社取締役及び執行役員（社外取締役及び国内

非居住者を除く。以下あわせて「取締役等」という。）を対象に、中長期的な業績向上や企業価値の

増大、株主重視の経営意識を高めることを目的として、業績連動型株式付与制度である「役員報酬Ｂ

ＩＰ信託」（以下「ＢＩＰ信託」という。）及び「株式付与ＥＳＯＰ信託」（以下「ＥＳＯＰ信託」と

いい、ＢＩＰ信託とあわせて「本制度」という。）の導入を決議しております。

　本制度は取締役等に対するインセンティブプランであり、本制度により取得した当社株式を各事業

年度の業績目標の達成度等に応じて当社取締役等に交付するものであります。

2. 信託に残存する当社株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の

部に自己株式として計上しております。当連結会計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式

数はＢＩＰ信託が163百万円及び336,210株、ＥＳＯＰ信託が50百万円及び104,000株であります。
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連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産

(1) 下記の資産は、非連結子会社及び関連会社の長期借入金15,578百万円の担保（担保予約）に供

しております。

投資有価証券 484百万円

長期貸付金 310百万円

計 795百万円

(2) 下記の資産は、差入保証金の代用として差し入れております。

投資有価証券 64百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 38,379百万円

　

3. 国庫補助金等による圧縮記帳額

国庫補助金等の受入により取得価額から控除している圧縮記帳額は次のとおりであります。

機械、運搬具及び工具器具備品 3,861百万円

建設仮勘定 915百万円

無形固定資産 6百万円

4. 保証債務

　下記の会社の金融機関からの借入金に対し債務保証を行っております。

さくらの里メガパワー合同会社 219百万円

5. その他の注記

(1) 土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評

価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

① 再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める土地課税台帳または土地課税補充台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出

する方法

② 再評価を行った年月日 2002年３月31日

③ 再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価は、再評価後の帳簿価額を上回ってお

ります。

(2) 貸出コミットメント契約

　当社は、運転資金調達の機動性の確保及び調達手段の多様化に対応するため取引銀行４行と貸

出コミットメント契約を締結しております。

契約銀行数 ４行

契約極度額 30,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 30,000百万円
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（追加情報）

資産の保有目的の変更

　従来、固定資産として保有していた物件の一部（「建物」310百万円、「土地」1,720百万円）につ

いて、保有目的の変更に伴い、販売用不動産へ振り替えています。

　また、販売用不動産として保有していた物件の一部について、保有目的の変更に伴い、固定資産

（「建物・構築物」179百万円、「土地」200百万円）へ振り替えています。

連結損益計算書に関する注記

　投資開発事業等売上原価には、次のたな卸資産評価損が含まれております。

16百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 322,656,796株

2. 剰余金の配当に関する事項

(1) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当

2018年６月28日定時株主総会決議

配当金の総額 6,140百万円

１株当たり配当額 20円

基準日 2018年３月31日

効力発生日 2018年６月29日

（注）2018年６月28日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び株式

付与ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式に対する配当金９百万円が含まれております。

(2) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当

2019年６月27日定時株主総会議案

配当原資 利益剰余金

配当金の総額 6,140百万円

１株当たり配当額 20円

基準日 2019年３月31日

効力発生日 2019年６月28日

（注）2019年６月27日開催予定の定時株主総会決議による配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託及び

株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式に対する配当金８百万円が含まれております。
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については資金運用規程に則り、元本毀損リスクが軽微なものに限定

しております。また、資金調達については資金調達規程に則り、返済までの期間や使途目的に応じ

て調達を行っております。

　受取手形・完成工事未収入金等に係る信用リスクは、営業債権にかかわる与信管理規程に沿って

リスクの低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については

定期的に時価を把握し、保有状況を継続的に見直しております。借入金及びコマーシャル・ペーパ

ーの使途は主に運転資金であり、一部の長期借入金については金利変動リスクに対して金利スワッ

プ取引を実施して、支払利息の固定化を実施しております。

　なお、デリバティブ取引については社内規程に従って実需の範囲で行っており、また、デリバテ

ィブの利用にあたっては信用リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行ってお

ります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

　2019年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。
（単位:百万円）

　

連結貸借対照
表計上額

時 価 差 額

(1)現金預金 97,450 97,450 －

(2)受取手形･完成工事未収入金等 225,685 225,670 △14

(3)有価証券及び投資有価証券 164,922 165,115 193

(4)長期貸付金 434 472 37

資産 計 488,492 488,709 216

(1)支払手形･工事未払金等 115,318 115,318 －

(2)短期借入金及びコマーシャル・ペーパー 79,451 79,451 －

(3)未払法人税等 9,882 9,882 －

(4)社債 25,000 25,117 117

(5)長期借入金 27,573 27,713 139

負債 計 257,225 257,482 256

デリバティブ取引※ 49 49 －
　

※デリバティブ取引において生じた債権・債務は純額で表示しております。

(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金預金

　預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(2) 受取手形･完成工事未収入金等

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を回収期限または、満期までの期

間及び信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。
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(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融

機関から提示された価格によっております。

(4) 長期貸付金

　長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、そ

の将来キャッシュ･フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引

いた現在価値により算定しております。

負 債

(1) 支払手形･工事未払金等、(2)短期借入金及びコマーシャル・ペーパー並びに(3)未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(4) 社債

　当社の発行する社債の時価は、市場価格によっております。

(5) 長期借入金

　長期借入金の時価の算定は、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

　また、一部の長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一

体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる

利率で割り引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ

れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記 負債(5)参

照）。

　また、為替予約等についてその時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定して

おります。

(注2) 非上場株式等(連結貸借対照表計上額 13,721百万円)は市場価格がなく、かつ将来キャッシュ･

フローを見積ることが極めて困難と認められるため、「(3)有価証券及び投資有価証券」には含め

ておりません。

賃貸等不動産に関する注記

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域及び海外(アメリカ合衆国)において、賃貸

収益を得ることを目的として賃貸オフィスビル等を所有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
（単位:百万円）

　

連結貸借対照表計上額 時 価

79,333 154,583
　

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。

(注2) 当連結会計年度末の時価は、主要な不動産については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

価に基づく金額、その他の不動産については、主として「不動産鑑定評価基準」に基づき自社で

算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 868円13銭

（注）役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有

する当社株式を、期末発行済株式総数から控除する自

己株式に含めております。

１株当たり当期純利益 83円49銭

（注）役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有

する当社株式を、期中平均株式数の計算において控除

する自己株式に含めております。

その他の注記

1．企業結合関係

（株式取得による企業結合）

　当社は、2018年10月26日開催の取締役会において、佐藤工業株式会社（本社：福島県福島市泉字

清水内１、代表取締役：佐藤勝也）の株式を取得し、両者の更なるビジネスの成長を目的として子

会社化を行うことについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及び事業の内容

　 被取得企業の名称 佐藤工業株式会社

　 事業の内容 総合建設業

（２）企業結合を行った主な理由

　佐藤工業株式会社は福島エリアにおける地元大手の総合建設業であり、長年の歴史を

有し施工実績の豊富な企業であります。

　本子会社化により、相互のノウハウや経営リソースを活用し、東北エリアの強固な事

業基盤の確立及びシェアの拡大を目指すものであります。

（３）企業結合日

　 2018年12月14日及び2019年1月25日（株式取得日）

2018年12月31日（みなし取得日）

（４）企業結合の法的形式

　 株式の取得

（５）結合後企業の名称

　 変更ありません。

（６）取得した議決権比率

　 100％

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

　 2019年1月1日から2019年3月31日まで

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金 3,438百万円

取得原価 3,438百万円
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４．主要な取得関連費用の内容及び金額

　 財務デュー・デリジェンス費用及び取引仲介手数料等 278百万円

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（１）発生したのれんの金額

　 100百万円

（２）発生原因

　 取得原価が受け入れた資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その

　 超過分をのれんとして計上しております。

（３）償却方法及び償却期間

　 重要性が乏しいため発生時に一括償却しております。

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 8,976百万円

固定資産 2,345百万円

資産合計 11,321百万円

流動負債 7,686百万円

固定負債 296百万円

負債合計 7,983百万円

７．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益

　 計算書に及ぼす影響

　 当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　 なお、当該注記は監査証明を受けておりません。

（共通支配下の取引等）

子会社株式の追加取得

１．取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業内容

　 結合当事企業の名称 戸田ビルパートナーズ株式会社（当社の連結子会社）

　 事業の内容 不動産業、ビル管理業、建設業、保険代理業

（２）企業結合日

2019年３月31日

（３）企業結合の法的形式

当社における同社株式の非支配株主からの追加取得

（４）結合後企業の名称

名称変更はありません。

（５）その他取引の概要に関する事項

当社グループ一体運営に向けたガバナンス強化等を目的として、非支配株主が保有

　 する株式を当社が取得したものであります。
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２．実施した会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指

針」に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。

３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

　取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金及び預金（未払金） 170百万円

取得原価 170百万円

４．非支配株主との取引に係る当社の持分変動に関する事項

　（１）資本剰余金の主な変動要因

　 子会社株式の追加取得

　（２）非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額

　 64百万円

２．金額の端数処理

　 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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【個別注記表】

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

関係会社株式・関係会社出資金　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。)

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ 時価法

(3) たな卸資産

販 売 用 不 動 産 個別法による原価法

(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定しております。)

未 成 工 事 支 出 金 個別法による原価法

不 動 産 事 業 支 出 金 個別法による原価法

(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定しております。)

材 料 貯 蔵 品 総平均法による原価法

(貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定しております。)

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く。）並びに2016年４月

１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　定額法を採用しております。

　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっており

ます。

　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（原則として５

年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(3) 完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に備えるため、過去の一定期間における実績率に基づく将来

の見積補償額及び特定物件における将来の見積補償額を計上しております。

(4) 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、未引渡工事のうち当事業年度末において損失の発生

が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上し

ております。

(5) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては、給付算定式基準によっております。

(ロ)数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、５年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。

(6) 役員退職慰労引当金

　執行役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(7) 関係会社事業損失引当金

　関係会社に対する投資等の損失に備えるため、関係会社に対する出資金及び貸付金等を超えて

負担が見込まれる額を計上しております。

(8) 役員株式給付引当金

　株式付与規程に基づく当社取締役及び執行役員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度

末における株式給付債務見込額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しており

ます。

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 退職給付に係る会計処理の方法

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの

会計処理の方法と異なっております。

(2) 外貨建資産または負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

(3) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。

　ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

(4) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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　表示方法の変更

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示しております。

　追加情報

（取締役及び執行役員に対する業績連動型株式報酬制度）

　連結計算書類「連結注記表（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しており

ます。

貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産

(1) 下記の資産は、非連結子会社及び関連会社の長期借入金15,578百万円の担保（担保予約）に供

しております。

関係会社株式 484百万円

長期貸付金 310百万円

計 795百万円

(2) 下記の資産は、差入保証金の代用として差し入れております。

有価証券 －百万円

投資有価証券 64百万円

計 64百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 32,051百万円

　

3. 保証債務

(1) 下記の会社の金融機関からの借入金等に対し債務保証を行っております。

さくらの里メガパワー合同会社 219百万円

ブラジル戸田建設株式会社 594百万円

タイ戸田建設株式会社 60百万円

ベトナム戸田建設有限会社 28百万円

計 902百万円

(2) 下記の会社の電子記録債務に関する金融機関への債務に対し保証を行っております。

千代田建工株式会社 551百万円

4. 関係会社に対する短期金銭債権 455百万円

関係会社に対する長期金銭債権 420百万円

関係会社に対する短期金銭債務 4,973百万円

5. 取締役及び監査役に対する金銭債務 34百万円
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6. その他の注記

(1) 土地の再評価

　土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評

価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

① 再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定

める土地課税台帳または土地課税補充台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出

する方法

② 再評価を行った年月日 2002年３月31日

③ 再評価を行った土地の当事業年度末における時価は、再評価後の帳簿価額を上回っておりま

す。

(2) 貸出コミットメント契約

　運転資金調達の機動性の確保及び調達手段の多様化に対応するため、取引銀行４行と貸出コミ

ットメント契約を締結しております。

契約銀行数 ４行

契約極度額 30,000百万円

借入実行残高 -百万円

差引額 30,000百万円

（追加情報）

資産の保有目的の変更

　従来、固定資産として保有していた物件の一部（「「土地」1,313百万円）について、保有目的の変

更に伴い、販売用不動産へ振り替えています。
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損益計算書に関する注記

1. 投資開発事業等売上原価には次のたな卸資産評価損が含まれております。

16百万円

2. 関係会社との営業取引による取引高の総額

売上高 317百万円

売上原価・販売費及び一般管理費 16,757百万円

3. 関係会社との営業取引以外の取引による取引高の総額

営業外収益 165百万円

営業外費用 20百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び総数

普通株式 16,070,685株

（注）当事業年度末の普通株式の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式336,210株

及び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する104,000株が含まれております。

税効果会計に関する注記

1. 繰延税金資産の発生の主な原因

販売用不動産 117百万円

建物・構築物・土地 826百万円

投資有価証券 1,105百万円

貸倒引当金 577百万円

賞与引当金 1,884百万円

工事損失引当金 1,079百万円

退職給付引当金 6,094百万円

その他 3,395百万円

繰延税金資産小計 15,080百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △3,185百万円

評価性引当額小計 △3,185百万円

繰延税金資産合計 11,894百万円

2. 繰延税金負債の発生の主な原因

その他有価証券評価差額金 △29,260百万円

前払年金費用 △811百万円

その他 △49百万円

繰延税金負債合計 △30,122百万円

繰延税金負債の純額 △18,227百万円

上記以外に、再評価に係る繰延税金負債を7,235百万円計上しております。
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等
(単位：百万円）

属性 会社等の名称
議決権の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引
金額

科目
期末
残高

子会社
戸田ファイナン
ス株式会社

所有
直接100％

役員の兼任

資金の借入
(注１)

3,419
(注２)

－ －

利息の支払
(注１)

20 － －

　

(注１) 取引条件は、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(注２) 期中の平均残高であります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 822円51銭

（注）役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式を、期末発行済

株式総数から控除する自己株式に含めております。

１株当たり当期純利益 79円60銭

（注）役員報酬ＢＩＰ信託及び株式付与ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式を、期中平均株

式数に計算において控除する自己株式に含めております。

その他の注記

　金額の端数処理

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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